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研究要旨 
 本研究は、医学物理士の雇用環境および業務実態を全国規模で調査し、強度変調放射
線治療（IMRT）に代表される高精度放射線治療の安全かつ均てん化された提供体制構築
に向けた施設要件および制度整備の基礎資料を得ることを目的とした。日本医学物理士
会および医学物理士認定機構の共同事業として、全国の医学物理士認定者を対象にWebア
ンケート調査を実施し、医療機関で放射線治療業務に従事する回答者を解析対象とし
た。 
 調査の結果、医学物理士の雇用・業務環境には、雇用職名の非標準化、医学物理部門
（独立部署）整備の遅れ、臨床医学物理業務への専従時間の不足など、放射線治療の品
質および安全性に影響し得る構造的課題が存在することが示唆された。これらの課題
は、医学物理士としての雇用促進、独立部署の整備、適正なフルタイム当量（FTE）配置
を施設要件として標準化することにより改善が期待される。 

A. 研究目的
放射線治療は、IMRT、定位放射線治療（SRT/SBRT）、

画像誘導放射線治療（IGRT）、粒子線治療など高精
度化が急速に進展しており、これら高精度放射線治
療の安全かつ質の担保された提供には、治療計画、
品質保証・品質管理（QA/QC）、医療安全管理等の医
学物理業務を専門的に担う医学物理士の関与が不可
欠である。 
 しかし、わが国において医学物理士は国家資格で
はなく、医療機関における雇用職名・業務範囲・組
織的位置付けに標準化された枠組みが存在しないた
め、施設間の体制格差を生じ、高精度放射線治療の
均てん的普及および医療安全確保を阻害する構造的
要因となり得る。 
 本研究では、医学物理士の雇用環境および業務実
態を全国規模で把握し、①医学物理士の雇用促進・
待遇改善、②高精度放射線治療の全国均てん化と医
療安全提供体制の構築、③がん診療連携拠点病院等
における放射線治療施設要件の整備に資する政策的
基礎資料を得ることを目的とした。 

B. 研究方法
全国の医学物理士認定者を対象にアンケート調査

を実施した。調査概要は以下のとおりである。 

● 調査期間：2024 年 11月 5日～2025年 2月 14

日（約 3ヶ月間）

● 調査対象：医学物理士認定者 1,511名（2024

年 11月 17日時点）

● 調査方法：Googleフォームによる Web アンケ

ート

● 調査項目：所属施設の種別、雇用職名、専従

配置の有無、独立部署への配属状況、当直業

務の有無、日々の業務内訳（臨床医学物理業

務、治療計画業務、品質管理・医療安全業

務、患者照射撮影業務、治療以外の業務）、

QA実施達成率（自施設の理想値に対する割

合）等 

有効回答 513名（回答率 34.0%）のうち、医療機関

で放射線治療業務に従事していると回答した 407 名

（26.9%）を本報告の解析対象とした。回答者年齢の

中央値は 40.0歳であった。 

（倫理面への配慮） 
 本アンケートは匿名で実施し、メールアドレスな
どの個人が特定できる情報は収集しなかった。その
ため取り扱うアンケート結果も個人情報にはあたら
ず、倫理面の問題はない。 

C. 研究結果
（1）雇用職名
雇用職名の内訳は、診療放射線技師66.6%、医学物

理士24.6%、教員6.6%、その他2.2%であり、医学物理
士としての採用は限定的で、多くの認定者は診療放
射線技師として雇用されていた。 

（2）施設種別による雇用形態の差異
施設種別により医学物理士としての採用割合は大

きく異なり、がんセンターで50.0%と最も高く、国公
立病院では16.5%と最も低かった。大学病院では診療
放射線技師61.8%、医学物理士15.4%、教員21.1%、民
間医療機関では診療放射線技師66.2%、医学物理士3
2.3%であった。がんセンター以外の施設では、医学
物理士として勤務する割合は30～40%程度にとどま
っていた。 

（3）専従配置および独立部署への配属状況
「専ら医学物理業務に専従する者として配置され

ている」と回答した割合は、医学物理士として雇用
されている者で96.0%であったのに対し、診療放射線
技師として雇用されている者では53.5%にとどまっ
た。また、医学物理部門等の独立部署に配属されて
いる回答者は全体で16.2%、専従配置者に限っても2
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3.1%にすぎず、組織的位置付けの整備は全国的に進
んでいない実態が明らかとなった。 
 
（4）当直業務の有無 
 医学物理士として雇用されている者の当直業務従
事は0%であったのに対し、診療放射線技師として雇
用されている者では38.7%が当直業務を担っており、
雇用職名により業務負荷の構造が大きく異なること
が示された。 
 
（5）臨床医学物理業務への従事割合 
 臨床医学物理業務（治療計画および品質管理・医
療安全業務）に業務時間の50%以上を割いている者の
割合は、医学物理士雇用者（教員を除く）では約50%
を占めたのに対し、診療放射線技師雇用者では15.5%
にとどまった。また、独立部署に配属されている回
答者では、配属されていない回答者と比較して臨床
医学物理業務の従事割合が顕著に高いことが確認さ
れた。 
 
（6）QA実施達成率 
 各施設における放射線治療装置等のQA実施達成率
（自施設が理想とするQA項目・頻度に対する実際の
実施割合）を質問した結果、9割以上達成している施
設は22.1%、8割以上は45.0%、7割以上は62.7%にとど
まった。QA実施率が高い施設群では品質管理業務に
従事する割合がやや高い傾向が認められ、また独立
部署への配属はQA実施率の高さと正の関連を示した。 
 
D. 考察 
 本調査で示唆された医学物理士の雇用・業務環境
における構造的課題は、わが国の放射線治療提供体
制の整備を検討する上で、以下の政策的示唆を有す
るものと考えられる。 
 第一に、医学物理士認定者の多くが診療放射線技
師として雇用され、患者照射業務や当直業務との兼
務のもとに勤務している実態は、認定資格の有無で
はなく雇用職名が業務の専門性と時間配分を規定す
るという構造を示唆している。これは、医学物理士
という職能が医療機関内で十分に可視化・制度化さ
れていないことに起因すると考えられ、結果として
高精度放射線治療の品質保証体制の整備に影響を及
ぼす可能性がある。医学物理士としての雇用を標準
化・要件化することは、こうした構造的課題の根源
に対する施策として有効と考えられる。 
 第二に、医療法および関連通知により医療安全管
理部門の設置が制度化されている一方で、品質保証・
品質管理を担う医学物理部門には制度上の位置付け
が存在しないことが、独立部署整備の遅れの要因と
なっている可能性がある。本調査において、独立部
署への配属状況が臨床医学物理業務への従事時間お
よびQA実施状況と関連する傾向が示唆されたことを
踏まえると、医療安全管理部門と並列的に機能する
独立した医学物理部門を制度上明確に位置付けるこ
とは、放射線治療の品質ガバナンスの観点から重要
な政策課題と考えられる。 
 第三に、本研究の成果は、がん診療連携拠点病院
等の指定要件および高精度放射線治療に関する診療
報酬施設基準において、医学物理士としての常勤配
置、医学物理部門の独立設置、および臨床医学物理
業務に専従する時間を確保する適正FTE配置を要件
化することの必要性を支持するものである。加えて、
医学物理士の国家資格化に向けた継続的な検討は、

業務範囲・責任・処遇の社会的明確化および施設間
格差の是正に資すると考えられる。 
 
E. 結論 
 本調査により、わが国の放射線治療提供体制にお
ける医学物理士の雇用・業務環境には、高精度放射
線治療の安全かつ質の担保された提供を阻害し得る
構造的課題が存在することが明らかとなった。IMRT
に代表される高精度放射線治療の全国均てん的普及
と、安全な放射線治療提供体制の構築を実現するた
めには、以下の施策を検討することが必要である。 
 
●医学物理士採用の標準化・要件化： 
 がん診療連携拠点病院等の指定要件および高精度
放射線治療に関する診療報酬施設基準において、医
学物理士としての常勤配置を明確に要件化する。 
 
●独立部署（医学物理部門）整備の標準化・要件化： 
 医療安全管理部門と並列的に機能する医学物理部
門を独立して設置することを施設要件化する。 
 
●適正FTE配置の標準化： 
 治療装置台数・治療件数・高精度治療件数等に応
じた臨床医学物理業務専従時間を確保するFTE配置
の標準を整備する。 
 
●待遇改善と職制確立： 
 医学物理士としての職名・職制を確立し、職能と
責任に応じた適正な処遇を制度化する。 
 本研究の成果が、今後のがん診療連携拠点病院指
定要件の改訂および診療報酬施設基準の整備におけ
る基礎資料として活用されることを期待する。 
 
G. 研究発表 
黒岡将彦：放射線治療の次世代への課題．第20回九
州放射線医療技術学術大会．2025年11月2日，鹿児島． 
 
黒岡将彦, 遠山尚紀,岡本裕之他：医学物理士の就労
状況と役割に関する実態調査 －全国アンケートか
らの考察．日本放射線腫瘍学会第38回学術大会，202
5年11月28日，東京． 
 
黒岡将彦：2024年を見据えた放射線治療と物理技術
系専門資格の未来．日本放射線腫瘍学会第38回学術
大会，2025年11月28日，東京． 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし   

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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